


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































らの 9番通報は 時間で 2800件にも上った。これは平時の 日分に相当する（国際危機
管理学会日本支部203：63）。
7）　復旧復興の「広報」については、内閣府・防災担当が 206年3月に公開した『復旧・復
興ハンドブック』を参考にしてまとめた。
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